
EDIが 拓 く新 情 報 ネ ッ トワ ー ク 社 会

財団法人日本情報処理開発協会

産業情報化推進 センター



この資料は 、競輪の補助金を受けて作成 した ものです。

K'EIR'Noo

 

[



ま え が き

我 が国産業 の情報 化 は、企 業あ るいは企業 グル ープ を軸 に大 きな発展

を見せ 、企 業経営 の体質強化 が図 られて きま した。 しか し、今 日では、

企 業 の枠 を乗 り越 えた情報交換 を促進す る新 たな情 報化 に注 目が集 ま り

つつ あ ります。電子 デー タ交換、す なわちEDI(ElectronicDatalnterchange)に

つい て も、 そ う した企 業間 の情報交換 を実現す るツール と して、その重

要性 が改 めて認識 されて きてお ります。

今 日、EDIは 企 業や業界 に確 実 に浸 透 して きてお ります。EDI普 及 の

ため に産業情 報化推 進 セ ンター(CII)が 中心 になって開発 したCII標 準 は、

すで に10を 超 える業界 で採用 が決 まってお り、 実質的 国内標 準 とな りつ

つあ ります。 しか し、今後 、一層 のEDIの 普及 と、EDIの 業際化、 国際

化 を よ り円滑 に推 進 して い くため には、各企 業 において全社 的 な理解 を

得 るこ とが極 めて重 要 と考 え られてお ります。

この冊子は、いわゆるEDIの 導入や運用のための専門書ではあ りませ

ん。企業経営 におけるEDIの 重要性 を理解 していただ くために編集 した

ものです。そのため、専門的用語の使用 を極力避け、平易な言葉で表現

す るように努めま した。

本冊子 をと りまとめるにあた りご指導 いただきま した通商産業省、

EDI推 進協議会、並 びに関係各位 に感謝の意 を表 します とともに、本冊

子が当分野に関心 を持つ多 くの方々の参考 とな り、EDIの 発展の一助 と

なれば幸 いです。

財団法人日本情報処理開発協会

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー



二



EDIが 拓 く新情 報 ネ ッ トワー ク社会

1.企 業間 ネ ッ トワーク時代 の到来 一取引形態の変化

2.標 準化 されてい ない オンライ ンシステムの限界(1)

一多端末現象 と変換 地獄

3.標 準化 され ていないオ ンラインシステムの限界(2)

拡 張性 と経済性

4.解 決策 はEDI=社 会的 イ ンフラス トラクチ ャ

5.米 国 と我 が国 にお けるEDI標 準化 の歴史

6.EDIを い かに活用 す るか(1)一 コス ト削減

7.EDIを いかに活用 す るか(2)一 真に有効 なビジネス プロセスの構築

8.企 業 に求 め られ る新 しい意識(1)一 ビジネスの オープ ン化

9.企 業 に求 め られる新 しい意識(2)一 企業連携 と国際化

10.EDIの 導入 に向 けて
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1960年 代半ば頃 よ り産業の情報化 が急速 に進展 し、各企業 は積極的に

コンピュータの導入 に努め ま した。その結果、今や多 くの企業 において

定型的業務 はコンピュータにより行 われています。

情報化 の進展 に伴い、企 業間取引な どにおける情報の伝達 方法 も着実

に進歩 してきてお ります。紙(帳 票、書類等)あ るいは電子 媒体(磁 気

テープ、 フロッピーディス ク)を 使 って情報 を伝 えるのではな く、直接、

企業間の コンピュータを接続するオンラインによる情報交換 が浸透 しつ

つあ ります。オンラインに よる情報交換 は、情報交換の 「正確性」と「迅

速性」 を同時 にアップさせ るもので、業務の効率化 を目指す企業にとっ

て欠 くことのできない強力 なビジネスの武器 と言えます。

しか し、 自社 の オン ライ ンシステムの延 長 と して、他社 に 自社 端末 を

置 いて も らった り、独 自規 約 によるコン ピュ ー タ接続 を行 っている段 階

は、 コン ピュー タを接 続す る企業 間情報 ネ ッ トワークが社会 的なイ ンフ

ラス トラ クチ ャ と して整備 されてい る段 階 とでは根本 的な違 いがあ りま

す。

それで は、単 なる企業オ ンラインシステムの延長、言い替 えれば、「標

準化 されていないオンラインシステム」の問題 を考えてみます。
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筑

第4段 階:企 業 間 ネ ッ トワー ク

(新しい社会基盤(イ ンフラス トラクチャ))

迅速性アップ

第3段 階=企 業 オ ン ラ イ ン システ ム

の 延 長
・オンライン端末を取引先に設置

・独自規約によるコンピュータ接続

.蘂蕊

正確性アップ
蕪 蕊A社 の コン ピュータ娩B社 のコ ンピュー タ

第2段 階=電 子媒体の交換

A社 のコン ユータか ら他 の媒体に複製◆ 媒体 の移動 晦

再び媒体か らB社のコンピュータに複製
ミ'ヒ ㌔

第1段 階=帳 票 ・書類 の交換

A社 のコンピュータから紙に出力 癖 紙の移動 麟 再びB社 のコンピュータに入力

図表1取 引形態の変化
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標準化 され ていない オンライ ンシステムの問題 を具体的 に考 えてみ

ます。A社 、B社 、C社 などと取 引 を行 ってい るZ社 は、各 社 のオン ラ

イ ンシステ ムに接続 され た端末 を同社内 に置 き、各社 の様 式 に従 った

帳票 を受 け取 っている と します。 この場合、z社 の オフィスが各社 の

端 末で埋め尽 くされる という 「多端末現象」が発生す る可能性 があ り

ます。 また、Z社 に とって は、各社 の様式 を自社様式 に変換 しなけれ

ばな らない、 という 「変換地獄 」が待 っています。

業務効率化 を目的にコン ピュータ化 を進めたに もかかわ らず、逆にZ

社 にとっては、業務効率 を低下 させ る場合 も起 こりうることにな ります。

一層 の合理化が求め られ てい る今 日で は、 自社 内 の効 率化 だけではな

く、取引 先 との連携 に よって よ り トー タルな合理 化 を進 め る こ とが重 要

になって きています。前述 した現象 が進む こ とは、 この トー タルな合理

化 を阻害 し、 コンピュー タ化 そ の もの を後退 させ かね ませ ん。

したが って、取引当事者 間の十分 な話 し合 いの もとで情報化 を進め、

このような現象 を起 こらないように配慮する必要があ ります。
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図表2多 端末現象と変換地獄
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産業社会が急激 に変化す る中で、企業 は新 たな事業 を創出 し、新たな

取引相手 を見 い出す ことが求め られています 。そ うした新たな取引相手

とも、オンラインで情報交換 を行 う必要性が 当然生 じます。 また、業務

内容を見 直 した り、複数の企業間の連携 を強化す るために、 オンライン

で交換す る情報の内容 を変更 ・追加 した り、情報の交換 ・共有 も積極的

に考える必要があると思われます。各社が独 自の規約で運用 しているオ

ンラインシステムでは、 こう した新たな産業社会の要求、す なわちネ ッ

トワークを柔軟に拡張す るとい う要求 に対 して、十分 には応 えられませ

ん。

独 自規 約によるオンライ ンシステムを拡張 してい く場合、経済的な問

題が発生 します。新 たな取引相手ごとに、交換す る情報の様式 を変換す

るプログラムを作成するコス トは、取引相手 が増 えるほど大 きな負担 と

なって きます。ある試算 によれば、 これか ら企業間ネッ トワークを構築

するため に、各社が独 自規約 を利用 して企業 間をオンラインで接続する

と日本全体で約15.5兆 円を要 し、標 準化 を行 うことによって、多 く見積

もってもこの コス トが3兆 円以下に削減 するこ とがで きる、 という結果

が出ています。 したがって、標準的な規約を定めるために必 要な開発 コ

ス トは、その恩恵 として節約で きるコス トに比べ れば、わずかなものと

言えます。
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E斑 が 拓 ぐ新 情 報 ネ ソ ト ワ ー'fff'ク社 会

各社が独自規約でオンラ

インシステムを構築

共通規約でオンライン

システムを構築

約15.5兆 円

各社が負担するオン

ライン接続のための
コス ト

十

騎
約60億 円

標準の規約等を共同で

開発するためのコス ト

出典:産 業情報化推進 センター 「EDI導入の効果に係わる一考察」(平 成6年6月)

図表3オ ンラインシステム構築のコス ト
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これ まで に示 した問題点 を解決す るには、企業 や業界 に とって開かれ

た 標 準 的 な企 業 間 ネ ッ トワ ー ク を構 築 す る こ と、 す な わ ちEDI

(ElectronicDataInterchange)注1を 広 く普及 させ るこ とが必 要 とな りま

す 。 ここで大切 な ことは、 ネ ッ トワーク を構 築す るための各 種 規約、 す

なわち通 信手段 や企 業間で 交換 す る情 報 の様 式(フ ォーマ ッ ト)な どを

標 準化 し、 それ らを社会 の イ ンフラス トラクチ ャと して利用 してい く、

とい う合意 を形成す るこ とです。

現在 、我が 国 で はCII標 準(σ1シ ンタ ックス ル ール とそ れ に基づ く標

準 メ ッセージ)が 、 国 内EDIの 実 質 的な標 準 と して認め られ て きてお り

ます 。 ネ ッ トワー ク事 業者 が 提供 す るCII-EDIサ ー ビス に よる標準的 な

ネ ッ トワ ーク を使 えば、CIIシ ン タッ クスル ール と呼 ばれる共通 の構 文

規則 で記 述 され るCII標 準 メ ッセージ を交 換 し合 うこ とが で きます。 す

で に、 このσ1標 準 は10以 上 の業界 で採 用 が 決 まっ てお り、本 格的 な普

及 が始 まろう と しています。

CII標 準 に よるEDIを 行 う場合 は、CII-EDIサ ー ビス を提 供 して いるネ

ッ トワーク事 業者 との契約が完 了す れば、EDIの た めの通信 環境 が整 う

こと にな ります 。CIIシ ン タ ッ クスル ール に基 づ く標 準 フ ォーマ ッ トと

自社 内 シス テムの フ ォーマ ッ トを相 互 に変換 す る ツール(ト ランス レー

タ)も 、すで にパ ソコン用 か ら汎用機用 まで数多 く提供 されてい ます。

油EDIは
、通商産業省 「電子計算機相互運用環境整備委員会」(平 成元年度)で 、 「異なる組織

間で、取引のためのメ ッセージを、通信回線を介 して標準的な規約(可 能な限 り広 く合意 された

各種規約)を 用 いて、コンピュータ(端 末を含 む)間 で交換すること」 と定義されています。
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EDI)が 拓 ぐ新情報 ネ ソ ♪ワーク社i会

今 日、我が国では多 くの企業や業界 においてEDIの 導入が進んで きて

お ります。その多 くは、 まず受発注業務にEDIを 導入 し、その後 に物流 、

さらには金流 を含めた総合的なEDIの 確 立 を目指 しています。 この よう

にEDIに 対するニーズが確実 に定着 している中で、CII標 準の重要性 は今

後一層拡大す るもの と考えられます。

鳶

口
曙

團
⑬

VAN(ValueAddedNetWork:付 加 価 値 通 信 網)

図 表4CII標 準 とClトEDlサ ー ビ ス
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それでは、我が国においてEDIは どの程度普及 しているので しょうか。

単にオ ンラインによる情報交換を行 っている企業数で比較すれば、米国

と同 レベルにある我が 国ですが、標準的なEDIを 利用 している企業数 と

なると、米国と比較 して少ないのが実情です。

我が国は、最近になってようや くCII標準の枠組が整備されつつある段

階ですが、米国ではANSIX.12と 呼ばれる国内標準の初版が10年 前にす

でに公開されています。ANSIX.12は 、当時、業界 内部でEDIの 標準化 に

ついて検 討を進めていた 自動車業界 と鉄鋼業界に国内標準 と して認め ら

れたのを きっかけとして、 この10年 間に他の業界を含めて広 く利用 され

るよ うになりま した。 この ように、米国では標準 的なEDIの 重要性が早

くか ら理解され、着実 にEDIを 社会的なイ ンフラス トラクチ ャとして整

備 してきた経緯があ ります。 この動 きは、今 日、改めて米国で活発 にな

っています。情報スーパーハイウェイ構想を提唱 している現 政権の リー

ダは、EDIを さ らに一歩進あた枠組を国家 的な情報 イ ンフラス トラクチ

ャとして整備すべ く、広範 な活動を政府 と民間が連携 して推進すること

を呼びかけています。

米 国で は、国 内標準 であるANSIX.12のVer.4を1997年 に制定 した後 、

新 規 メ ッセ ー ジの開発 は国際標 準 として国連 で開発 中のEDIFACTへ 移行

す る方 向 が明確化 され ま した。我が 国にお いて は、 国際的な取 引 に伴 う

情報交換 は このEDIFACTで 行 うこととしてい ます。 しか し、 国内取 引 に

つ いては 、 日本語を取 り扱 え る こと、独 自の商慣行が存在す る ことな ど

も勘案 し、CII標 準が国 内標準 となる ことが期待 され てい ます 。
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aEMI)がi祈ぐ新 鹿 袈ネ ッ ♪ワーク掻1合

目 本 米 国

1960年 代

後半

・日本チ ェーンス トア協会(JCA)

「チ ェー ンス トア統一伝票」制定

(1970)

・JCA「JCA(J)手 順」制 定(1980)

・通産省が 「ビジネスプ ロ トコルの標準

化」 を提言(1984)

「電子計算機の連携利用 に関 する指

針」 制度創設(1985)

(財)日 本情報処理開発協会 内に

産業情 報化推進セ ンター(CID

を設置(1985)
・8事業分 野の連携指針告示

(1986～1990)

「EIAJ取 引情報 化対応 標準1A」 発表

(1988)

・JCA「JCA-H手 順 」 制 定(1991)

「Cllシ ン タ ック スル ール 試 作 仕 様

1.00」 公 開(1991)

・フ ァイ ル 転送 用 新 手 順 「F手 順 」 仕 様

書(暫 定 版)発 行(1991)

「EDICOM'92」 開 催(1992)

・EDI推 進 協 議 会(JEDIC)設 立

(1992)

・Cll-EDIサ ー ビス 運 用 ガ イ ドラ イ ン

公 表(1993)

「EDIフ ォ ー ラ ム1994」 開 催(1994)

・ANSIX .12委 員 会 設 置(1979)

・AIAG注1)に よ る 標準 化 活 動 開 始

(1980)

「ANSIX.12標 準Ver.1」 制 定(1983)

国 連 「UN/EDIFACT」 開 発 開始(1986)

「ANSIX.12標 準Ver.2」 制 定(1986)

Ver.4」 制 定(1997)

注1)米 国の自動車メーカおよびサプライや数百社で構成する業界団体

図表5EDI標 準化の歴史
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EDIを 導入するこ とによ り、企業間取引の正確性および迅速性 が飛躍

的に向上 し、その結果、 「人件費の削減」、 「事務処理の迅速化 ・正確

性の向上」、 「発注か ら納期 までの期 間(リ ー ドタイム)短 縮」、さら

には 「在庫の削減」 などの具体的な効果 を期待することがで きます。

今 日、我が国の企業 は事務 間接部門の合理 化が急務である と言われて

お ります。EDIは 、 コンピュータへのデータ再入力やそ れに伴 う誤入力

を一掃で きるので、米国の3分 の2と 言われ ている間接部門の労働生産性

を改 善する一 つの鍵 になると思 われます。ある試算 によれば、EDI導 入

によ り間接部門の生産性が10%改 善す れば、 日本全体で約10兆 円の削減

効果が期待で きるとしています。

EDIで 本 格 的 に部 品調達 を行 って い る家電 メ ー カの例 では 、EDIの 導

入前後 で 、部 品発 注 か ら受 注 までの リー ドタイムが6日 か ら1日 に短縮 さ

れ、伝 票1件 当 た りの コス トが200～300円 か ら1円 に削減 され ま した 。

さ らに、事務処 理 に伴 う精 度 も飛躍的 に向上 し、 トラブル件 数 が大幅 に

減少 しま した。

「在庫の削減」効果 は、EDIを 活用 した様 々なビジネスプロセス を通

じて実現可能です。あるチ ェーンス トアでは、各店舗 でのPOS情 報をメ

ーカとオンラインシステムで交換することで単品管理 を厳密化 し、在庫

の削減に成功 しています。その結果、 この企 業は高利益率 を生み出す企

業体質を維持 しているのです。
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最近、 企業が価値 を生 み 出す活動(ビ ジネ ス プ ロセス)を 、根 本的 に

再構 築(業 務革新)し よう とす る ビジネス プ ロセス リエ ンジ ニア リング

(BPR:BusinessProcessReengineering)が 注 目され てい ます 。 このBPRを 実

現 す る上で、極 めて重要 なツ ール となるのが、や は りEDIで す。

家電メーカ(A社)と 部 品メーカ(B社)の 例 で、BPRとEDIの 関係 を

考 えてみます。B社 は、A社 に納品する際にA社 の倉庫 に入荷するもの と

します。BPRに よる業務 革新以前は、A社 が 自社 の倉庫 の在庫管理 を行

って いま した。 しか し、A社 の倉庫 に実際 に入庫す る作業 を行 うのはB

社で あるため、B社 の方が より正確 に在庫管理することがで きます。そ

こで、A社 倉庫の在庫量 を正確 に把握す るため に、在庫管理の主体 をA

社か らB社 に移す ことを考えます。 ここで、A社 お よびB社 の中で行われ

る業務 を見直す一方、EDIに よ り、A社 か らB社 に見込情報、 コック引当

計画情報 、.入荷情報 、コ ック引 当時の検収情報 を、逆にB社 か らA社 に

出荷情報を迅速かつ正確 に伝 えることがで きるようにな ります。

この例では、在庫 の最適化 と欠品の防止 を実現 し、 さらにB社 にとっ

て売上計上が早期 にで きるよ うにな りま した。このように、BPRを 成功

させ る上で必 要 となる迅速かつ正確 な企 業間の情 報交換は、EDIを 導入

す ることによ り比較的短期 間で実現することが可能 とな ります。
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ED1が 拓 ぐ新 情i報ネ ソ ♪ワーク社 会

この よ うにBPRを 進め る際 に・実 際 に実現 可 能 な ビジネス プロセスの

範 囲 を広 げ る有効 なツ ールの一 つ として、EDIを 位 置 づ ける こ とがで き

ます。今 後 、企業 をまたが る ビジネス プロセス は、受発 注業 務 を きっか

け と して、物流 、業 際化 へ 幅広 く展 開 してい くもの と予想 され ます。 そ

う した ビジネ ス プ ロセ ス を実現 す る中で 、EDIの 重 要性 も一層 増大す る

もの と考 え られ ます。

A社 事業所

所要量計画
コック引当

計画情報

一

図表7BPRとEDl
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企 業 間ネ ッ トワー ク を構 築す る道具 と してのEDIの 普 及 とと もに、新

た に求め られる企業意識 につ いて考 えてみ ます。

EDIが 社 会 的イ ン フラス トラクチ ャ として整 備 された 中にあ っては、

ネ ッ トワークの開発 コス ト面 か ら見 て も、ネ ッ トワークの拡 張性 の面 か

ら見 て も、独 自ネ ッ トワー ク を拡大す る とい う方針 は変更せ ざる をえな

くな ります。社 会的 イ ンフラス トラクチ ャ として構 築 され たEDIを 企 業

活 動 の中に どの ように活用 してい くかが重 要 になって きます。

企業間ネッ トワークの構 築 目的は、 「取引相手の囲いこみ」や 「情報

の囲いこみ」ではあ りませ ん。 まず取引相手 の範囲 を定め、その中で情

報交換 を行 うことで他社 との差別化 を図ろう とする考え方 も従来、一部

にはあ りま したが、今後 はむ しろ、積極的に情報発信 を行 い、信頼で き

る取引相手を柔軟に拡大 してい くことが重要になって くると思われます。
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社会的インフラス トラク

チャであるEDIの 活用

競争原理 による取 引相手

囲 い こみの道具 としての

EDI

経営革新 ・業務革新 の ため

の道具 としてのEDl

企業間で必要な情報の

交換 ・共有

図表8取 引のオープン化
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企業連携 と国際化への取 り組みも、企業 に求め られる新 しい意識 とし

て挙げることができます。

すでに、BPRの 例 で見た ように、EDIを 活用する ことで、企業間にま

たがった合理化 を推 し進め ることがで きます 。取引相手 との連携による

業務の効率化 は、 自社内における効率化 より一層大 きな効果が期待で き

ます。取引相手 と自社 とで相互に情報 をオープンに し、その上で、その

情報 を有効 に活用できる業務の見直 しが積極 的に行 われるようになると

思われます。そ して、 より高い付加価値 を生 み出す可能性 を もつ業界 を

またが った情報の交換 ・共有 と、業務 の再構 築について も今後注 目され

ると考えられます。

EDIは あ らゆる業界、あらゆる国の企業 と自由かつ柔軟な情報交換 を

促進するインフラス トラクチャとなる可能性 を秘めています。今後、我

が国の企業が、国際取引 にEDIを 導入する場 合、 ビジネスの商慣行の違

いを克服 し、EDIに よる情報交換 を通 じたオープンな取引 を、海外企業

と積極的 に進めて行 くことが必要と思 われます。 このことは、不透明な

取引や ビジネス障壁 に関連 して、海外か ら我 が国に向け られる批判に対

する一つの有効 な回答になると考 えられます。

一18。



EPI)が 霧「ぐ新 情報ネ ソ ♪ワーク社 会

企業間の連携による

効率化

特定グループ内の

情報交換

不透明な取引

図表9企 業連携と国際化
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le.EDIの 導入 に向 けて

EDIを 導 入 す るため には、社 内各部 門 の協 力 と調 整が必 要 とな ります。

受発注業 務 一つ を とってみ て も、資材部 門、 営業部 門、情 報 システム部

門、経理部 門、法務 部 門、監査 部 門な どの連携 に よって、 は じめてEDI

は実現 され る ことにな ります 。

また、EDIは 自社 の業 務革新 を実現す るため にBPRを 推 進す る ときの

強力 な ツー ル の一つ に もな ります。す な わちEDIの 導 入 を契機 として、

その企業 に とって これ まで にない構造 的な変 革 を もた らす こ とがあ り得

ます。

以 上の点か ら、EDIを 導入 した り活用する際 には、関連部門 を統轄す

る立場 としての経営者 に、EDIの 意義 を理解 し、強力 な リーダーシップ

を発揮 して頂 くことが最 も重 要です。EDIを 活用する ビジ ョンとEDI導

入 に向けての全社的な動機付 け、 さらには、関連す る部署 におけるEDI

導入 に対 する目的意識の定着、 これらを経営者の リーダーシ ップの下で

達成 することがで きれ ば、企業活動の有効なツール として のEDIの 導 入

に成功することは間違いあ りませ ん。

■
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図表10EDIで 実現 する世界共存社会
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